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抄録
目的：大規模地震では，高齢者や障害者などの要配慮者が多く被災している．災害発生時に要配慮者
に対し，保健医療･福祉分野の取組みを行い，被害を軽減することは重要である．本研究では，2016年
の熊本地震において，要配慮者に対し，保健医療・福祉サービスまたは情報の提供を行った行政機関
や福祉関連機関等へのインタビュー調査による質的研究を通して，保健医療･福祉分野の災害対応に
関する課題と対策を整理することを目的とした．
方法：2018年 8 月末～2019年 2 月末の間に半構造化面接による質的研究として実施した．対象機関は，
熊本地震で要配慮者に対し，保健医療・福祉サービスまたは情報の提供を行った行政機関，福祉関連
機関，教育機関，情報機関，国際交流機関とした．調査項目は，災害時の要配慮者への安否確認，保
健医療･福祉サービスに関する情報共有・支援提供，他部署及び他組織との連携状況，一般避難所及
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び福祉避難所の 4 点に関する実態・課題・対策である．テーマ分析を行い，要配慮者に対する保健医
療･福祉分野の災害対応に関する課題と対策に関する部分を抽出し，コーディング，カテゴリー化を
行った．
結果：研究対象者は行政機関や福祉関連機関等の12対象機関・部署における管理的立場の者，保健
師・訪問看護師・社会福祉士などの専門職等の20名だった．要配慮者に対する保健医療･福祉分野の
災害対応に関する課題と対策に関する 4 テーマ【行政機関内の対応】，【行政機関・民間組織・住民等
の対応】，【自助】，【福祉避難所】が抽出された．課題は［情報共有体制の脆弱性］，［行政機関職員の
マンパワー不足］，［公助・互助・民助の役割分担が不明確］，［自助が不十分］，［多様な要配慮者のニー
ズ把握の欠如］，［福祉避難所数の不足］の 6 サブテーマ，対策は［他組織・部署間の情報共有・連携
強化］，［外助の活用］，［互助・民助の活用］，［自助強化の支援］，［要配慮者のニーズに合った福祉避
難所の設置］，［一般避難所の要配慮者受入れ］，［多様な避難場所の提供］の 7 サブテーマに分類された．
結論：本研究で確認されたラジオ局等の情報機関を含めた行政機関・民間組織・住民等との連携，被
災地域外からのタイムリーな後方支援システムの構築，要配慮者のニーズに合った避難所や避難場所
の設置が，今後は他の地域においても推進されることが期待される．

キーワード：災害対応，インタビュー，高齢者，障害者，避難所

Abstract
Objectives: Large-scale earthquakes have affected many older people and persons with disabilities. When 
a disaster occurs, it is crucial to reduce the damage by taking measures in the fields of health care and wel-
fare for those who require special care and consideration. Therefore, in the 2016 Kumamoto earthquake, 
this study aimed to organise the issues and measures related to disaster response by governmental and 
welfare-related organisations that provided healthcare and welfare services or information to people requir-
ing attention by qualitative study through interview surveys.
Methods: We conducted a qualitative study through a semi-structured interview between the end of Au-
gust 2018 and the end of February 2019. The target organisations were governmental, welfare-related, ed-
ucational, information, and international exchange institutions. Survey items include the actual conditions, 
issues and countermeasures of the following four points: 1) the confirmation of the safety of those who 
need attention, 2) information sharing and support providers regarding healthcare and welfare services, 3) 
the status of cooperation with other departments and organisations, and 4) general and welfare shelters. We 
used thematic analysis to extract the issues and countermeasures.
Results: There were 20 respondents, including persons in the administrative position and professionals in 
12 target governmental and welfare-related institutions or departments. We found four themes of issues 
and countermeasures regarding disaster response: “response within the governmental organisations”, “re-
sponse of the governmental agencies, private organisations and community people”, “self-help”, and “wel-
fare shelters”. Six sub-themes of issues were categorised: “vulnerability of information sharing system”, 
“insufficient manpower of governmental agency staff”, “unclear division of roles between public assistance, 
mutual assistance and private assistance”, “insufficient self-help”, “lack of understanding needs of various 
people needing attention”, and “insufficient number of welfare shelters”. We extracted seven sub-themes 
of the measures: “information sharing and strengthening of collaboration between other organisations and 
departments”, “utilisation of support from outside the disaster areas”, “application of mutual consist and pri-
vate assistance”, “support for strengthening self-help”, “setting of welfare shelters that meet the needs of 
people requiring special needs”, “accepting people requiring special care in general evacuation centres”, and 
“providing various evacuation sites”.
Conclusion: In the future, our findings should be promoted: 1) expanding cooperation with governmental 
and private organisations, including information agencies such as radio stations, and community people in 
other areas as well, 2) building a well-timed back-end support system from outside the disaster areas, and 3) 
setting of evacuation centres and sites that match the needs of those who need attention.

keywords: disaster response, interviews, older people, people with disabilities, shelters
(accepted for publication, June 30, 2020)
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I．諸言

大規模地震では，高齢者や障害者などの要配慮者が多
く被災している[1, 2]．2011年の東日本大震災では，被災
地全体の死者数のうち高齢者が約 6 割，障害者の死亡率
は被災住民全体の約 2 倍であった[3]．災害発生時に高
齢者，障害者，乳幼児，外国人などの要配慮者[4]に対
して，保健医療･福祉分野の取組みを行うことによって，
被害を軽減することは重要である．
過去の災害において，行政機関は人的・物的資源やシ

ステムの喪失などの甚大な被害を受けているため，行政
機関のみで要配慮者の保健医療・福祉分野に関する対応
を行うことは困難であり，地域社会で取組む体制づくり
の必要性が示唆されている[5, 6]．具体的には，2004年の
新潟県中越地震や東日本大震災の経験を踏まえ，平時か
ら保健医療・福祉分野に関わる市町村，保健医療・福祉
機関，保健師，看護師，社会福祉協議会，介護施設，障
害者団体，関係企業，自主防災組織，民生委員，大学，
NPO等の様々な官民の組織が連携していくことの重要
性が示されている[1, 5-7]．イベントやお祭りといった人
の集まる機会を作ることによって，住民同士が知り合い，
コミュニケーションを取るきっかけを作ることで，地域
のソーシャルキャピタル醸成に繋がることが報告されて
おり[8, 9]，これにより地域防災力の向上が期待できる．
地域社会の資源以外としては，過去の災害においても被
災地外からの支援の活用が報告されている．NPOなど
の被災者支援団体は経験や知識が豊富で，医療保健・福
祉分野の専門職が集まった団体もあり，被災地の官民組
織と連携した活動が期待されている[10]．
要配慮者本人に関しては，避難場所に関する課題が報

告されている．多くの要配慮者は「高齢者，障害者，妊
産婦のため」，「大勢の人と同じ場所にいることが苦手」，
「設備がバリアフリー化されていない」等の理由から避
難所に行かずに在宅避難していることが示されている
[10-12]．福祉避難所に関する課題として，福祉避難所の
指定の遅れや周知の不十分さが挙げられている[11]．
以上のように，要配慮者に対する保健医療･福祉分野

の災害対応に関する先行研究が報告されているが，質的
研究は少なく，対象者が限定的である．そこで，本研究
では，2016年の熊本地震において，災害発生後の行政機
能が十分に機能していない状況下で，要配慮者に対して，
保健医療・福祉サービスまたは情報の提供を行った行政
機関や福祉関連機関等を対象にインタビュー調査を実施
し，質的研究を通して，保健医療･福祉分野の災害対応
に関する課題と対策を明らかにし，今後の対応のための
基礎資料とすることを目的とした．

II． 研究方法

 1 ．研究対象者
2016年 4 月16日に熊本県で発生したマグニチュード

7.3の地震（本震）注において， 震度 7 の揺れを観測し
た 3 市町村を対象地域とした．対象機関は，熊本地震で
要配慮者に対し，保健医療・福祉サービスまたは情報の
提供を行った行政機関，福祉関連機関，教育機関，情報
機関，国際交流機関とした．研究対象者は各機関1～4名
とした．

 2 ．調査方法
2018年 8 月末～2019年 2 月末の間に半構造化面接によ
る質的研究として実施した．調査項目は，災害時の要配
慮者への安否確認，保健医療･福祉サービスに関する情
報共有・支援提供，他部署及び他組織との連携状況，一
般避難所及び福祉避難所の 4 点に関する実態・課題・対
策である．これらの調査項目をインタビューガイドとし
て準備し，可能な範囲で本研究対象者に事前にメールで
送付した．当日は研究者1～4名が訪問し，訪問機関の会
議室等でインタビューガイドを用いて，インタビューを
行った． 1 回のインタビュー時間は 1 時間～1時間半を
要した．インタビューでは音声を録音し，外部業者に委
託し逐語録を作成した．
最初に，行政機関及び福祉関連機関を訪問調査した．
インタビューを終えた対象者に効果的または特徴的な対
応を実施した要配慮者の支援機関の推薦を依頼し，雪だ
るま式抽出法[13]により対象者を抽出した．

 3 ．分析方法
テーマ分析[14]を行った．最初に本研究対象者の語り
による逐語録をそれぞれ数回読み込み，データの全体像
を把握した．逐語録の中で，要配慮者に対する保健医療
･福祉分野の災害対応に関する課題と対策に関する部分
を抽出し，コーディングを行った．それぞれのコードの
意味を解釈し，テーマを探り，類似する発言内容を集め，
カテゴリー化を行った．各カテゴリー内の類似点及び相
違点について検討した．ここまでの過程は公衆衛生の専
門家が 1 名で行った．質的データ分析の妥当性の担保と
して，防災の専門家 1 名と，公衆衛生学の専門家 1 名か
ら，データの要約やカテゴリー化の妥当性について助言
を得た．

 4 ．倫理的配慮
本研究実施に際し，浜松医科大学臨床研究倫理委員会
の承認を得た（承認番号 18-071）．本研究への協力は任
意であること，不利益を受けることなく本研究の同意を
撤回できること，どの所属のどなたの回答かわかる形で
の公表はしないこと等を本研究対象者に説明し，口頭で
同意を得た．結果の記載においては，所属が特定されな
いように若干の改変を行っている．
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表 2　要配慮者に対する保健医療･福祉分野の災害対応に関する課題と対策
テーマ サブテーマ コ　　ー　　ド

行政機関内の対応

課題 情報共有体制の脆弱性 「災害時に町・保健所の動き方・連絡手段を確認することは全くなかった」
「行政の中の情報共有も全然できていない状態」

課題 行政機関職員のマンパワー不足

「人が保健所にもいないから大変だった」
「要望が上がってこないものは，だいぶほったらかしの状態が続いていたんじゃな
いか」
「行政は震災の対応に追われていて，なかなか一個人のケースを相談できなかった」

対策 他組織・部署間の情報共有・連携強化

「災害時の市町村と保健所，県庁と保健所の体制作りはできているが，平時から意
識しておく必要がある」
「保健部門のアクションカード・マニュアルが完成したら，平時から防災部門にも
報告・情報共有をしていく」

対策 外助の活用
「全戸調査はすごいマンパワーもいるので,（外部）支援の人たちがいたからできた」
「現場の支援ではなく，被災した自治体の保健師の後方支援に当たるという仕組み
も特徴」

行政機関・民間組
織・住民等の対応

課題 公助・互助・民助の役割分担が不明確

「行政はここは押さえておく，それ以外は結構，自由にという，そんな感じのすみ
分けというか，整理できるといい」
「地域包括支援センターや訪問看護事業所が災害時の要配慮者・利用者の（安否）
確認を行う．それを（行政の）保健・医療チームにもフィードバックしてもらえたら」

対策 互助・民助の活用

「訪問看護は県の連絡協議会という訪問看護の団体が早くに動いてくれ，ずっと連
絡があった」
「（平時から）つながりがあったので，（大学の）先生をたまたま役場で見かけたと
きに，『実は，先生，ちょっと困っていて，助けてもらえませんか』と言って，そ
こから毎日，センターでその仕切り役的なものをしてもらった．防災専門の方では
なかったが，様々な人脈があり，自分のネットワークを活用して支援してくれた」
「ご近所さんか，身障連とか団体に入って，つながりをもつ」
「ラジオ局が情報の中継点となり得ることを実感したのは，私も20年やっているけ
ど初めて．医師会から連絡いただいたもの，地元新聞に載っている開放していいも
のは，必ず病院の情報は流した．国際交流機関のホームページを確認してくれとい
うことを言ってあげないといけないという話は，国際交流機関とは地震が終わった
後にした」

自助 課題 自助が不十分

「（要配慮者で）家にいる方は，情報をどのようにとるか」
「自分たちで自主避難をどうさせるか」
「外国人住民のコミュニティに入れない人を置き去りにしない，孤立させないよう
な仕組みづくりも必要」

III．結果

 1 ．研究対象者の概要
12対象機関・部署における20名が研究対象者であった．

対象機関は，行政機関（県，保健所，市町村），福祉関
連機関（社会福祉協議会，地域包括支援センター，訪問
看護ステーション，身体障害者福祉協会，障害者セン
ター），大学，国際交流機関，ラジオ局である．対象者
は概ね現役世代で各機関の管理的立場の者が多く，保健

師，訪問看護師，社会福祉士などの専門職も含まれる
（表 1 ）．
 2 ．インタビュー内容の結果
熊本地震における要配慮者に対する保健医療･福祉分

野の災害対応に関する課題と対策が述べられた．以下，
【　】をテーマ，［　］をサブテーマ，「　」には語りを
表記した．【行政機関内の対応】，【行政機関・民間組織・
住民等の対応】，【自助】，【福祉避難所】の 4 テーマと13
サブテーマに分類された（表 2 ）．

表 1　研究対象者の概要
対象機関 対象者の役職・職種 人数（名）

県 健康福祉部 管理的立場の者ら 3
保健所 管理的立場の者ら 4
市町村 危機管理課・福祉課 管理的立場の者ら 4
市町村  保健福祉センター 保健師 1
社会福祉協議会 管理的立場の者 1
地域包括支援センター 社会福祉士・精神保健福祉士・介護福祉士 1
訪問看護ステーション 管理的立場の者（訪問看護師・介護支援専門員） 1
身体障害者福祉協会 管理的立場の者 1
障害者センター 大学教員 1
大学 大学教員 1
国際交流機関 管理的立場の者 1
ラジオ局 管理的立場の者 1

合　　　計 20



J. Natl. Inst. Public Health, 69 (3) : 2020

高杉友，梅山吾郎，島崎敢，横山由香里，原岡智子，池田真幸，岡田栄作，尾島俊之

300

表 2　要配慮者に対する保健医療･福祉分野の災害対応に関する課題と対策（続き）
テーマ サブテーマ コ　　ー　　ド

自助 対策 自助強化の支援

「紙１枚に，薬はどこか，主治医の連絡先を入れて本人に持たせる」
「（要配慮者で）家にいる方は，助けに来る人・支援に来る人の段取りをやってほ
しい」
「アパートの住民同士のつながり，勤務先，大学でのつながりづくりで，何かあっ
たときには助け合えるような関係というのをつくる．地域の中の外国人と日本人が
集まり，地域歩き，地域の祭り，ゴミ掃除，交流会，初詣に行くなど，地域を知る
活動をやる日本語教室ということで関係づくりをしている」

福祉避難所

課題 多様な要配慮者のニーズ把握の欠如

「個室でない限りは，家族以外の慣れてない人間がいる空間に耐えられるのかどう
か．知的障害の人は全部ではないが，パニックになる人は福祉避難所では難しいん
だろうと思う」
「視覚障害・聴覚障害の人は一般の人とは一緒にいられないので，庭先避難にな
り，食料等が欠ける．全部（の障害者を）受け入れるのはできない．一概に障害者
をひとまとめには難しい」
「（重度障害児を持つお母さんの話では,）自分たちしか避難ができないような福祉
避難所に行っても誰も助けてくれない」
「老人関係の施設が福祉避難所として指定されていたので，妊産婦にはそぐわない
施設」

課題 福祉避難所数の不足
「知的障害施設は数が少なく，入所者がいるため，全ての知的障害者たちを受け入
れることはできない． 実際は近くの一般の人が福祉避難所に入ってしまい，数も
少ないのですぐ満杯 になった」

対策 要配慮者のニーズに合った福祉避難所の設置
「全部（の障害者を）受け入れるなら種別する」
「個室対応ができる福祉避難所ならまだいい」

対策 一般避難所の要配慮者受入れ
「（福祉避難所に行くより）地域の人の方がよっぽど自分たちを助けてくれる」
「避難所にいれば，避難所の近所でサポートしてくれる」

対策 多様な避難場所の提供

「妊産婦の避難場所としてトレーラーハウスも活用した」
「キャンピングカーやバンなどを手配し，障害者支援施設としての役割を果たした」
「自宅を離れない障害者もいたため，センターでウィークリーマンションを借り上
げて，支援した」

 1 ）行政機関内の対応
【行政機関内の対応】は，［情報共有体制の脆弱性］，［行
政機関職員のマンパワー不足］の 2 つの課題，［他組織・
部署間の情報共有・連携強化］，［外助の活用］の 2 つの
対策の 4 サブテーマから構成されていた．
［情報共有体制の脆弱性］に関し，市町村は「災害時
に町がどういう動きをします，保健所がどういう動きを
します，連絡をこうとりましょうっていうのは全くな
かったんですね．（発災後，）行政の中の情報共有とかも
全然できていない状態．」と話した．
［行政機関職員のマンパワー不足］では，市町村が「目
の前に見えている相談とかそういったもので手がいっぱ
いになってしまって，要望が上がってこないものについ
ては，だいぶ後手というか，だいぶほったらかしの状態
が続いていたんじゃないかと思います．人が保健所にも
いないから保健所も大変だったっていうのが今回すごく
ありましたね．」と語った．地域包括支援センターは，「行
政のほうは震災の対応でそれに追われていらっしゃるの
で，なかなか一個人のケースをご相談というのができな
かったというのが正直なところですね．」と話した．
［他組織・部署間の情報共有・連携強化］では，保健
所が「市町村と保健所，県庁と保健所，それぞれが災害
時に何を確認するのか，体制作りはできているが，平時
から意識しておく必要がある．」と述べた．市町村は「保
健の部門のことの活動とかそういったものが，アクショ
ンカードなりマニュアルなりができ上がっていったら，
町の危機管理課が防災の所管課になるので，そちらのほ

うにも報告とか情報共有とかはしていかないとねと言っ
ていますね，平時から．」と語った．
［外助の活用］では，市町村が「全戸調査はすごいマ
ンパワーも要ったことなので，（外部）支援の人たちが
いらっしゃったからできたことなんですけど．（中略）
何でも被災した自治体が対応しないといけないわけでは
ない．マネジメントをするのは被災自治体だけど， 実際
の活動は外部支援者でもよい．今回の熊本地震は実際の
現場の支援ではなく，被災した自治体の保健師の後方支
援に当たるという仕組みも特徴だと言われている．」と
述べた．
 2 ）行政機関・民間組織・住民等の対応
【行政機関・民間組織・住民等の対応】は，［公助・
互助・民助の役割分担が不明確］の 1 つの課題，［互助・
民助の活用］の 1 つの対策の 2 サブテーマから構成され
ていた．
［公助・互助・民助の役割分担が不明確］では，地域
包括支援センターが「行政はここは押さえておかなきゃ
いけない，それ以外は結構，自由にという，そんな感じ
のすみ分けというか，整理できるといいのかなと．」と
語った．市町村は「災害時の要配慮者の把握，包括とか
訪問看護事業所が利用者の（安否）確認を行う．それを
（行政の）保健・医療チームにもフィードバックしても
らえたら．」と述べた．
［互助・民助の活用］では，訪問看護ステーションは
「訪問看護は県の連絡協議会といって訪問看護の団体が
あるので，そこのほうが早くに動いてくださってずっと
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連絡があったり．」，地域包括支援センターは「（平時か
ら）つながりがあったので，（大学の）先生をたまたま
役場で見かけたときに，『実は，先生，ちょっと困って
いて．助けてもらえませんか』と言って，そこから毎日，
センターで（中略）その仕切り役的なものをしていただ
きました．情報の振り分けは行政や半行政の立場よりも
その土地をよく知る人の方が向いていると思う．防災が
専門の方ではなかったが様々な人脈があり，そのネット
ワークを使った支援団体の確認をしてくれていたよう
だ．」と話した．身体障害者福祉協会は「やっぱりご近
所さんか，こういう身障連とか団体に入って．つながり
を持っとかないと．」と述べた．ラジオ局は「うちが情
報の中継点となり得るということを実感したのは，私も
20年やっていますけど初めてです．医師会さんから連絡
いただいたもの，それと地元新聞に載っている開放して
いいものは，必ず病院の情報は流していました．国際交
流機関のホームページを確認してくれということを言っ
てあげないといけないよねという話は，国際交流機関と
は地震が終わった後にしました．」と語った．
 3 ）自助
【自助】は，［自助が不十分］の 1 つの課題，［自助強
化の支援］の 1 つの対策の 2 サブテーマから構成されて
いた．
［自助が不十分］では，訪問看護ステーションは「今

回のことで思ったのは，自分たちで自主避難をどうさせ
るかという部分が大きい問題である．」，ラジオ局は「（要
配慮者で）家にいらっしゃる方は，情報をどうやってと
るか．」，国際交流機関は「外国人住民のコミュニティに
入れない人，そこを置き去りにしない，孤立させないよ
うな仕組みづくりも必要ですよね．」と語った．
［自助強化の支援］では，訪問看護ステーションは

「本人さんが持てる紙を 1 枚持って，それに情報を入れ
るように．本人さんに，薬はどこか，主治医はどこにい
て連絡先とか，そういうことを．」と話した．ラジオ局
は「（要配慮者で）家にいらっしゃる方は，情報をどうやっ
てとるかという手段だけは持っていてほしいと思います
ね．そのときに助けに来る人，支援に来る人の段取り．」
と述べた．国際交流機関は「アパートの住民同士のつな
がりとか勤務先とか大学でのつながりづくりで，何か
あったときには助け合えるような関係というのをつくり
ましょうよ．（中略）地域の中の外国人と日本人が集まっ
て，その地域の地域歩きをしたりとか，地域のお祭りに
参加したりとか，あとはゴミ掃除をしたりとか，交流会
をやったり初詣に行ったりとか，そんな地域を知るよう
な活動というものをやる日本語教室ということで，関係
づくりをしています．」と語った．
 4 ）福祉避難所
【福祉避難所】は，［多様な要配慮者のニーズ把握の

欠如］，［福祉避難所数の不足］の 2 つの課題，［要配慮
者のニーズに合った福祉避難所の設置］，［一般避難所の
要配慮者受入れ］，［多様な避難場所の提供］の 3 つの対

策の 5 サブテーマから構成されていた．
［多様な要配慮者のニーズ把握の欠如］では，市町村
は「個室じゃない限りは，家族以外の慣れてない人間が
いるっていう空間に耐えられるのかどうかというとこで
すよね．知的障害の人は全部ってわけじゃないですけど，
パニックになる人っていうのは福祉避難所では難しいん
だろうと思いますね．」と語った．身体障害者福祉協会
は「視覚障害とか聴覚障害とか，そういう人なんかは一
般の人とは一緒にいられないので，どうしたって庭先避
難になっちゃうんですね．そうなると食料等が欠けるん
です．全部（の障害者を）受け入れるのはできないです．
一概に障害者をひとまとめには難しい．」と話した．市
町村は「（重度障害児を持つお母さんの話では，）自分た
ちしか避難ができないような福祉避難所に行ったって誰
も助けてくれない．」と述べた．市町村は「老人関係の
施設とかそういったところが福祉避難所としてあらかじ
め指定されていたので，もちろん妊産婦さんにはそぐわ
ない施設なわけですよね．」と語った．
［福祉避難所数の不足］では，身体障害者福祉協会は
「知的障害施設は数が少ないし，そもそも入所者がいた
りするので，なかなかそこで， 避難している全ての知的
障害者たちを受け入れることはまずできない．福祉避難
所は，実際は近くの一般人がそこに入ってしまい，数も
少ないのですぐ満杯 になった．」と話した．
［要配慮者のニーズに合った福祉避難所の設置］では，
身体障害者福祉協会は「全部（の障害者を）受け入れる
のなら種別せんと．」，市町村は「個室対応ができるよう
な福祉避難所ならまだいいですけど．」と語った．
［一般避難所の要配慮者受入れ］では，市町村は「（重
度障害児を持つお母さんの話では，）地域の人のほうが
よっぽど自分たちを助けてくれる．」と語った．
［多様な避難場所の提供］では，市町村は「妊産婦は，
児童福祉施設は在住自治体外になるので，兄弟の小学校
があるから，あまり遠くには行けないとか，通わせない
といけないからとか，簡単には移動できないようすだっ
た．最終的にはトレーラーハウスも活用した．」と話した．
地域包括支援センターは「発達障害などで避難所にいら
れない子供たちや車椅子の人などを寝泊まりさせるため
にキャンピングカーやバンなどを手配しており，障害者
支援施設としての役割を果たしていた．」と述べた．障
害者センターは「大雨で，自重（土瓦）による倒壊も多かっ
たが，それでも自宅を離れない障害者もいたため，セン
ターでウィークリーマンションを借り上げて，支援して
いた．」と話した．

IV．考察

 1 . 行政機関における情報共有・連携強化
本研究が対象とした地域では，発災直後の県庁と保健
所，保健所と市町村，市町村の各部署の取るべき行動は
県の災害対応計画や地域防災計画等に定められ，体制は



J. Natl. Inst. Public Health, 69 (3) : 2020

高杉友，梅山吾郎，島崎敢，横山由香里，原岡智子，池田真幸，岡田栄作，尾島俊之

302

整備されていた．しかし，各行政機関の職員が要配慮者
に対して何をするべきなのか十分に理解できておらず，
関連部署の職員の役割についても理解が不十分であった．
また，各部署間の連絡手段も不明確だった．このような
状況となった原因として，平時からの県庁・保健所・市
町村間及び市町村の部署間（保健医療・福祉部門と防災
担当部門など）のコミュニケーション不足が確認された．
これらの課題を解決する対策としては，各組織による役
割の確認，保健医療部門と防災部門の情報共有の必要性
が挙げられた．
東日本大震災を対象とした研究においても，同じ目的
で活動している様々なセクター間の情報共有と連携が不
可欠であるという報告[5]があり，行政機関内の保健医
療・福祉部門と防災部門の間でより緊密な情報共有と連
携強化が必要だと考えられた[7]．これを実現するため
に，平時より他部署と連携して職員に教育や研修を行い，
災害対応計画の策定や訓練を行うことなどが有効だと考
えられる．また，渡辺[10]は保健医療・福祉部門内にお
いても，看護職・福祉職の視点がそれぞれ異なるため，
避難所で「共通の報告様式」を用いることを提案してお
り，有用だと考えられる．

 2 . 行政機関職員のマンパワー不足と外助の活用
本研究では発災後に保健所や市町村職員のマンパワー
不足が確認された．この課題に対し，被災地外の保健師
などの外部支援を受入れることにより，全戸調査が実施
できたこと，被災した自治体の保健師の後方支援に当た
るという仕組みが確認された．
本研究と同様，阪神淡路大震災以降，災害時の行政機
関職員のマンパワー不足は繰り返し指摘されている[5, 
6, 15]．東日本大震災の経験から，平時から被災地の支
援要請と県外支援者の情報を繋ぐ後方支援ネットワーク
を構築し，タイムリーに被災地が外部支援者による後方
支援を受けることができるようにすることが必要とされ
ていた[5]．このような教訓が活かされ，本研究では被
災直後から被災地外の災害支援経験のある保健師による
後方支援を受けられたのかもしれない．被災地の自治体
職員のマンパワー不足を解消するために，発災後に県が
市町村へ連絡調整員（リエゾン）を派遣し，被災地の情
報収集・状況把握を行うことで，適切な援助が可能にな
ると考えられた[16]．また，外助として医療保健・福祉
分野に特化したNPOなどは経験や知識が豊富なため[10]，
被災地の行政機関と連携した活動が可能だと考えられる．
近隣地域や同時被災しない程度に距離が離れた地域の保
健医療・福祉機関の間において，協力協定を締結する等
の対策も有効と考えられる．国による復旧・復興に向け
た被災地方公共団体に対する人的支援の取組みの活用も
期待される[17]．

 3 ．行政機関・民間組織・住民等との連携強化
本研究では，行政，民間組織，住民のそれぞれの役割

分担が不明確であったという課題が示された．一方，こ
の課題の対策として，ラジオ局と新聞社・医師会，身体
障害者団体と障害者本人・その家族，訪問看護ステー
ションと訪問看護連絡協議会，地域包括支援センターと
大学教員・その方の人脈といった互助・民助を活用した
関係構築が確認された．
災害発生時に関係各機関と一般住民がリスクに関する
情報を共有して，危機に立ち向かうことは非常に重要で
ある[18]．しかし，東日本大震災において，リスクコミュ
ニケーションを支える体制の脆弱性が指摘された[19]．
災害時に速報性の高い情報入手手段としてラジオが有効
とされ[1, 19, 20]，信頼性，地域性の高さ，携帯性の高
さにおいても優れており[19]，本研究においてもラジオ
の有効性が認められた．災害時に保健医療・福祉分野で
ラジオ局などの情報機関が民間組織や医師会と連携した
ことを報告した研究はこれまでないため，本研究の新規
性と言える．災害時に災害情報を正確に，迅速に，簡潔
に伝える「やさしい日本語」が外国人や聴覚障害者に
情報授受の観点から有効であることが示されている[21]．
今後は他地域においてもラジオ局等の情報機関を含めて
行政機関・民間組織・住民等との連携が拡大していくこ
とが期待される．
先行研究において，「行政機関にできること」と「住
民でできること」に対する責任をお互いにもち，相互理
解を深める努力の必要性 [22]，行政の枠組みでは対応し
きれないことを想定した平時からの地域組織，民間組織，
住民（自治会長・民生委員）等との関係構築の重要性が
示され[5, 6, 23, 24]，本研究との整合性を認めた．

 4 ．様々なタイプの要配慮者における自助の推進
本研究では，自助が不十分であることが課題として抽
出された．その対策として，本人の医療情報を記載した
緊急時連絡カードの作成，自ら支援者を呼ぶこと，地域
の支援者との関係づくりを行うことの必要性が確認され
た．
先行研究でも本人の医療情報を記載した緊急医療手帳
や緊急時連絡カードを作成することの重要性が示され
[25, 26]，本研究との一貫性が認められた．また，公助・
互助は必要不可欠だが身体障害者自身による自助の必要
性[15]や要配慮者自身による情報発信・伝達の必要性[1]
も報告されており，本研究との一貫性が示された．先行
研究では本人が救助要請するための情報伝達手段の技術
的支援の重要性が明らかにされており[15]，視覚障害者
や聴覚障害者など様々なタイプの要配慮者のニーズに合
わせた技術的支援が必要と考えられた．自律的に行動で
きる力量を獲得していく必要性[27]を示した事例として，
本研究では外国人マイノリティが地域や勤務先における
関係づくりを強化することの重要性が挙げられた．本研
究と同様に，地域のお祭りなどのイベントを開催するこ
とで人が集まる機会を作り，地域のソーシャルキャピタ
ル醸成に繋がることが報告されている[8, 9]．



J. Natl. Inst. Public Health, 69 (3) : 2020

熊本地震における要配慮者に対する保健医療 ･福祉分野の 災害対応に関する課題と対策　質的研究を通して

303

 5 ．要配慮者のニーズに合った避難所のあり方
視覚・聴覚・知的の障害がある人や妊産婦は福祉避難

所に滞在することが困難であり，福祉避難所の数も不足
していたため，自宅で生活していた事例が確認され，課
題として抽出された．避難所のあり方に関する 3 つの対
策として，障害者の種別を分けるなど要配慮者のニーズ
に合った福祉避難所の設置，一般避難所の要配慮者受入
れ，トレーラーハウスを含む多様な避難場所の提供が挙
げられた．
先行研究でも要配慮者は障害者や妊産婦であること，

家族以外の大勢の人と同じ場所にいることが困難等の理
由から，在宅避難者が多いことが報告され[10-12]，本研
究との整合性が確認された．先行研究において，地方で
は福祉避難所の数が十分確保できない可能性が高く，被
災当日は周辺住民が多く避難し要配慮者を収容できない
ことが指摘されており，本研究との一貫性が認められた
[28]．
障害者の種別を分けた避難所の必要性を示した研究も

あり[10-12]，本研究との一貫性が認められた．狩野[28] 
は高齢者，保育・育児，障害者の各専門職が集まるチー
ムを構成し，避難所における多様なニーズを把握するこ
とを提案しており，多様な障害や必要な配慮の種類に応
じた避難所が必要と考えられた．一般避難所の課題とし
て，多くの避難者が同じ空間で生活すること[28]，一般
住民には要配慮者との共同生活や助け合いは困難なこ
と[29]などが報告されている．福祉避難所の課題として，
避難者の入所によって知的・精神障害者の精神的動揺や
生活の場の混乱による入所者への悪影響，介護者のマン
パワー不足などが示されている[29]．一方，本研究と同
様に，狩野[28]は一般避難所でもまわりの理解があった
り，支援者がいたりすれば要配慮者が生活できることを
示している．よって，平時から地域住民の障害者に対す
る理解を深め，一般避難所に福祉スペースや個室を確保
する[12, 30]など共存できるような環境を整えていくこ
とが重要と考えられた．
本研究で確認されたように，トレーラーハウスを福祉

避難所として活用した国内の事例は熊本地震のみである．
また，トレーラーハウスを活用した災害支援対策とし
て，東日本大震災，2018年の北海道胆振東部地震におけ
る事例が報告されている[31]が，先行研究はほとんどな
い．今後は福祉避難所としてのトレーラーハウス活用事
例の検証や，官民共同によるトレーラーハウスを用いた
災害支援システムの構築に取組むことが期待される[31]．

V．結論

本研究の特徴 3 点を述べる．第 1 に，［公助・互助・
民助の役割分担が不明確］という課題に対し，災害時に
保健医療・福祉分野でラジオ局などの情報機関が民間組
織や医師会と連携した初の事例報告であることである．
第 2 に，［行政機関職員のマンパワー不足］という課題

に対し，民間組織（身体障害者団体，訪問看護ステーショ
ン，訪問看護連絡協議会，大学等）や住民との連携，被
災地外からの保健師によるタイムリーな後方支援といっ
た互助・民助・外助の活用を具体的に報告していること
である．第 3 に，［多様な要配慮者のニーズ把握の欠如］
及び［福祉避難所数の不足］という課題を確認し，要配
慮者が事前に指定された福祉避難所ではなく，これまで
ほとんど報告の無かったトレーラーハウスなど多様な場
所に避難した人がいたことを確認したことである．
今後は他の地域においてもラジオ局等の情報機関を含
めた行政機関・民間組織・住民等との連携の拡大，被災
地域外からのタイムリーな後方支援システムの構築，要
配慮者のニーズに合った避難所や避難場所の設置が推進
されることが期待される．
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